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Ⅰ．はじめに
本研究では，わが国における「姉妹都市」提携の歴史
と広がりに関する概観を踏まえ1），神奈川県小田原市の
「姉妹都市」提携事業に注目し，その現状と問題点につ
いて論じる。その上で，一地方都市が取り組んでいる提
携事業の意義と問題点を明らかにする。
Ⅱ．小田原市の概要
小田原市は神奈川県西部に位置し，その人口は
194,190人である（2014年現在）2）。この街は歴史的に城
下町として栄え，1417年（応永二十四年）に大森氏に
よって小田原城が築かれた。戦国時代に入ると，北条氏
の拠点となり関東有数の城下町として繁栄した。さら
に，江戸時代には東海道五十三次の宿場町として定めら
れ，それ以来関東地方における交通と文化の要所とされ
てきた3）。現在の小田原市の中心に位置する小田原駅は
JR 東海道線や東海道新幹線に加え，3つの私鉄（小田
急電鉄，箱根登山鉄道，伊豆箱根鉄道）のターミナル駅
となっており，周辺の箱根町や熱海市など温泉地への玄
関口として多くの観光客に利用されている。地場産業の
面では，相模湾に面した温暖な気候を生かし4），古くか
ら漁業や農業が盛んに行われている。また，近年は豊か
な水資源と自然環境もあり，富士フイルム，日立製作所
や，ライオンなどの大手企業の生産拠点が設けられてい
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る5）。
Ⅲ．小田原市による「姉妹都市」連携の現状
（1）チュラビスタ市との提携
小田原市が「姉妹都市」として米国・カリフォルニア
（California）州サンディエゴ（San Diego）郡・チュラビ
スタ（Chula Vista）市と提携している。小田原市とチュ
ラビスタ市との間には，①両市の特産品が柑橘類である
（小田原市ではみかん，チュラビスタ市ではレモン），②
どちらも太平洋に面した温暖な気候である，という共通
点がある。提携は，チュラビスタ市およびロサンゼルス
市在住の神奈川県出身の人々によって積極的に行われ，
1981年の提携開始から 30年以上に渡り，両市の間では
青年交流事業や市民訪問団の派遣を中心とした草の根的
な交流が毎年絶えず行われてきた6）。これらの交流事業
を運営して行くにあたって，提携開始 2年後には「小田
原・チュラビスタ市民交流懇話会（現・小田原海外市民
交流会（OIFA））」が設立されている。この組織は小田
原商工会議所会頭を会長とした市民団体である。現在は
市内での多文化共生に対応した外国人への生活支援活動
も行っている。
同じ神奈川県内でも先進的に民間水準での交流を推進
した横浜市にならい7），チュラビスタ市との交流は市民
が主体となる「民際外交」を掲げており，市自治体はあ
くまでも事業運営を支援する側として位置づけられてい
る8）。しかし，以下に述べるように，小田原市での「姉
妹都市」交流の現状にはいくつかの問題点や課題が存在
する。
（2）チュラビスタ市との提携における問題点と課題
30年におよぶ小田原市とチュラビスタ市との交流は，
交流開始当初から青年交流事業と市民訪問団派遣の 2点
に限定されている。つまり，交流の広がりがないのであ
る。
青年交流事業については，以下の問題点を指摘できよ
う。つまり，青年交流事業への参加者の規定が厳しいの
である。18才から 28才までの大学生および社会人の小
田原在住の市民が対象である。また，募集人数も例年 3,
4人程度である。さらに，参加費用として 10万円前後
の費用が必要である（往復渡航代込み）。そのため，近
年は応募数も減少傾向にある。
この規定は，少人数かつ高校卒業以上とすることによ
り，交流の質をより高めるという目的のためである9）。
しかし，参加者同士が相手側の都市へ数週間ホームステ
イをし，互いの国の文化を学び親善を深めるという交流
内容は，開始当初からほとんど変化はしていない。近
年，大学進学後の国際留学や企業におけるワーキングホ
リデー制度など海外での学習や交流の選択肢が多様化し
ていることを勘案すると，小田原市民があえてチュラビ
スタ市での交流事業を選択する理由はないと考えられ
る。
ところで，この交流事業に関する市民への広報活動
は，①市による広報，②公共施設での掲示，③市内を走
るバス内での広告掲示，という方法が主として採用され
ているが，参加希望人数の増加には繋がっていない。
20年前から年に一度，小田原市民海外交流会を含め
た小田原市内および周辺地域での国際交流団体によって
「地球市民フェスタ in Odawara」という神奈川県西部最
大規模のイベントが開催されている。ところが，このフ
ェスタにはだれでも入場できるが，出場や出店するにあ
たっては何らかの国際交流団体に属している個人やグル
ープに限定されるという条件が設けられている。一般市
民がボランティアなどの形で参加する場合にも直接事業
の企画や運営に関わることができない10）。
さらに，このイベントでは「姉妹都市」に関する食品
販売や，交流事業についての展示が行われているが，他
の団体による物産展や小田原市在住の外国人による芸能
パフォーマンスなど様々な催し物も実施されている。こ
の中で「姉妹都市」交流への来場者の関心を引くことが
できるのかという疑問もあろう。
以上に見たように，チュラビスタ市との交流は限定さ
れたものになっているのが現状といえ，この「姉妹都
市」提携に対する小田原市民の認知や参加をどのように
して高めるかが重要な課題となっている。
さらに，「姉妹都市」交流事業に関する運営体制上の
問題点も指摘できる。前述したように，小田原市での
「姉妹都市」交流は，市民が市民のために自ら主体とな
って行う「民際外交」（市民交流会など）を標榜してい
る。しかし，実際には事業の企画や広報活動も含め小田
原市が主体となって運営している部分が大きい。ところ
が，これらの事業は市の一部署である「文化政策課」に
よって担われており，チュラビスタ市との交流事業は 4
人程度の職員が担当している。そのために，文化施設で
の交流や，市内の企業との協力による技術支援交流など
の人的交流以外の事業に関する企画を実現することは現
時点では困難であると思われる。
提携当初，チュラビスタ市の人口は 8万人程度であっ
た（当時の小田原市の人口約 17万人）。しかし，チュラ
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ビスタの人口は 2010年には 24万人に達している。つま
り，小田原市の人口のほぼ 1.2倍となり，両市の間での
発展格差が顕著になっている。このことに伴いチュラビ
スタ市側の交流事業へ取り組む意識の低下も見受けら
れ，さらに小田原市側でも，前述した交流事業参加者の
減少に加え人材不足も生じた。つまり，チュラビスタ市
との交流意義自体が問われているのである。
チュラビスタ市との「姉妹都市」提携は，’80年代の
全国的な「姉妹都市」提携ブームの波に乗り締結され，
30年以上に渡り交流を継続していることは評価できる。
しかし，その後の事業内容の発展を認めることができ
ず，わが国の「姉妹都市」の定義の一つである「特定の
分野に限らず交流を行う」ことに至っていない現状があ
る。
（3）マンリー市との提携
ところで，小田原市は，オーストラリア・マンリー市
と「友好都市」提携を結んでおり，両市の交流が 1991
年から続けられている。マンリー（Manly）市はオース
トラリア・ニューサウスウェールズ（New South Wales）
州シドニー（Sydney）にある人口 4万人の都市である。
温暖な気候と美しい砂浜が特徴で，多くの観光客が訪れ
る場所でもある。
この交流では，中・高生を中心として行われており，
交流人数や事業の規模ともにこの「友好都市」交流の方
が活発である11）。さらに，小田原市の予算を見ても，
「小田原市民海外交流会」への補助金や「姉妹都市」交
流に充てる経費（対チュラビスタ市）よりも，「友好都
市」との相互交流事業である「ときめき国際学校」に対
する経費（対マンリー市）の額が上回っている12）。
予算額が少ないチュラビスタ市との交流事業に対して
多くの市民が興味や関心を持つことが難しいのは当然の
結果と言えるだろう。そして市民主体の交流を行うこと
ができず，また市民側からの新たな事業の提案や意見を
得ることがないため，交流内容のマンネリ化に繋がって
いる。つまり，「交流内容のマンネリ化⇒市民の興味・
関心の低下⇒行政に依存した運営体制⇒交流意義の喪
失」という悪循環に陥っていると思われる。
Ⅳ．おわりに
ところで，筆者は，小田原市民 130名を対象とした
「姉妹都市」提携に関する質問紙調査を実施した13）。質
問内容は以下の通りである。①「姉妹都市」という言葉
に関する既知と内容理解，②小田原市とチュラビスタ市
との「姉妹都市」提携の既知と情報取得ルート，③市の
交流事業や事業内容に対する関心，④小田原市以外の自
治体における姉妹都市提携の例に関する既知。
「姉妹都市」という言葉は，ほとんどの人（120名）
が知っていると回答したが，そのうち「姉妹都市」とい
う言葉の内容を理解している人はおよそ 25％（32名）
に過ぎなかった。ただし，54名がチュラビスタ市との
「姉妹都市」提携を知っており，68名が交流事業に関心
を示していた。また，英語が話せないため参加すること
に抵抗があるという意見は少数であった（5名）。した
がって，小田原市民が「姉妹都市」という言葉を知って
いるものの，その概念を十分に理解していないことが示
唆された。興味深いことに，他方で提携内容や事業への
関心が決して低いとは言えないことも認められた。さら
に，言語が交流の妨げになっていることもないと判断で
きる。
つまり，提携の事実は市民によってほぼ認識されなが
らもその提携の意義は曖昧になっているという点から，
小田原市とチュラビスタ市との「姉妹都市」提携は岐路
にあるともいえよう。漫然と従来の内容で交流を継続す
るのか，小田原市民にとって有意義となる新たな展開を
するのかという選択である。行政側でもう一度チュラビ
スタ市との提携の意義を整理し，その意義を小田原市民
とともに考えることが，この選択の行方にとって重要と
いえよう。
先述したように小田原市は豊かな風土に恵まれ，同時
に歴史と伝統的な産業を数多く持つ都市である。姉妹都
市交流行事の中に，地場産業を活かした取り組みも含ま
れている（表 1参照）。ところが，箱根寄木細工や小田
原ちょうちん作りなど画一的な体験への偏りも伺われ
る。種々の祭事などに伴い都市中心部で大々的に行われ
ている，パレードなどの諸行事（北條五代祭り，小田原
ちょうちん夏祭りなど）への参加を交流事業に組み込む
ことによって，交流参加者自身の体験だけでなく，交流
参加者と市民との交わりを実現することができる。つま
り，交流参加者の視点だけでなく，交流事業に対する市
民による認知の系統的構築を図る工夫も重要であろう。
小田原市では，2011年に新たなまちづくりの総合計
画として「おだわら TRY プラン」が施行された14）。こ
れは 2008年より準備された計画であり，「おだわら
TRY フォーラム」により作案された。このフォーラム
には無作為に選出された市民が集い（最初の会合には，
市民 174名が参加した），小田原市が抱えている様々な
課題を話し合った。これは，行政まかせでなく市民自身
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の手でまちづくりを行う「市民自治」を目標として行わ
れた15）。審議会等の過程を経て，最終的に「おだわら
TRY プラン」が策定された。この一連の過程に対して
「2010年度地域づくり総務大臣表彰」を受賞することと
なった。「『持続可能』な市民自治のためにサイレントマ
ジョリティの力を発揮するシステムの一例を示した点」
が評価されたのである16）。
しかしながら，「おだわら TRY プラン」の目的が小
田原市民にとって暮らしやすい生活環境の実現にあるた
めに，残念ながら国際交流などのように市民生活には直
結しない問題については議論されていない。先述した
「おだわら TRY フォーラム」の手法を活かしながら，
このまちづくりプランに小田原市が培った姉妹都市交流
事業を組み込むことが，今後期待されよう。
ところで，小田原市はこのプランと平行して「無尽蔵
プロジェクト」の取り組みを行った。このプロジェクト
は，小田原市長によって 2009年に提唱され（2014年終
了），郷土の偉人である二宮尊徳の教えに基づき，地域
経済の活性化と街の活力向上を目指して取り組まれ
た17）。たとえば，もともと盛んであったが衰退気味にな
っていた柑橘類をブランド化する提案が報徳二宮神社の
宮司によって行われ，ブランド化に成功した18）。先述し
たように，チュラビスタ市との姉妹都市提携のきっかけ
に柑橘類の生産があったことから，柑橘類を中心とした
経済的交流を今後促進することができるかもしれない。
以上で述べたように，小田原市が 30年以上前に取り
組んだ姉妹都市提携を小田原市の実状に照らし合わせ
種々の工夫をしながら，今後も継続・発展させて行くべ
きである。
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